


国家公務員の賃下げは
民間労働者にも影響し
景気悪化・税収減もたらす

　国家公務員の賃金は、地方公務員や

公務員に準拠する民間労働者625.8万

人（表②参照）に直接影響します。この

625.8万人は日本のすべての労働者（企

業の役員を除く）4,898万人の１割を超

えています。

　これだけ影響力のある国家公務員の

賃金を7.8％も削減すると日本経済に

大きな打撃を与えます。表①は労働運

動総合研究所が、「国家公務員賃金7.8

％削減の経済に対する影響」を試算し

たものです。7.8％の賃下げで、家計収

入は２兆７千億円も減少し、家計消費

は２兆円減少。国内生産とＧＤＰ、税収

のそれぞれが大幅に減少してしまいま

す。

　民間企業の中には自社の賃金決定に

国家公務員の賃金水準を活用する例も

見られるため、上記で指摘した直接影

響する労働者の賃下げだけでなく、民

間全体の賃下げに連動していきます。

そうすると、民間の賃金水準を毎年調

査し、役職や年齢、学歴など同種同等の

比較をして出される人事院勧告に基づ

いて決められる国家公務員の賃金もさ

らに下がることになります。「国家公務

員の賃下げ」→「民間労働者の賃下げ」

→「国家公務員の賃下げ」という公務員

と民間労働者の賃下げが互いに連動す

る「賃下げの悪循環」は、労働者の生活

悪化をもたらすとともに、内需を冷え

込ませ、景気をますます悪化させてし

まいます。
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図表①

図表②

国家公務員
7.8％賃下げ

景気悪化（国内生産減、GDP減）

税収減少 家計収入・
消費の減少

625.8万人の
労働者の賃下げ

4,213億円



財政赤字の原因は公務員人件費ではない
　図表③はＯＥＣＤ27カ国の公務員人件費と財政赤字です。日本の公務員人件費は断トツで最下

位です。そしてデンマークの公務員人件費は日本の３倍など、北欧諸国の人件費は非常に高くなっ

ていますが、財政赤字は最も少なくなっています。もし公務員人件費が財政赤字の原因なら日本以

外の国もすべて財政赤字が巨額になるはずです。また、日本では、図表④にあるように、国の借金は

増え国家公務員は減り続けています。財政赤字の原因は公務員人件費ではありません。
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図表④
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（注）１．2001年度の定員は、国立試験研究機関などの独立行政法人化による減。
　２．2003年度の定員は、郵政事業の郵政公社化と印刷、造幣の独立行政法人化による減。
　３．2004年度の定員は、国立大学の法人化と国立病院・療養所の独立行政法人化による減。
　資料：「国の借金」は財務省のデータ。「国家公務員数」は総務省の「国の行政機関の公務員数（自衛官を除く）」。
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日本の公務員・公的部門職員の人件費は最低、財政赤字は最悪
（対ＧＤＰ比の国際比較、2009年）（単位：％）

（注）１．ＯＥＣＤの最新統計で、公務員・公的部門職員の人件費とＧＤＰが発表されている27カ国のデー
タをもとに国公労連が作成。
　２．日本の場合、公務員・公的部門職員には、国家公務員と地方公務員だけでなく、独立行政法人や国立
大学法人など公法人の職員も含まれる。
　３．財政赤字は、ＯＥＣＤが発表している国と地方の債務の合計。
資料 : ＯＥＣＤの各国データ（2009年）

財政赤字
人件費



日本だけ下がり続ける公務員人件費
　諸外国の公務員賃金は上がっていますが、日本の

公務員人件費は下がり続けています（図表⑤・⑥）。

公務員の人件費が財政赤字の原因とする主張があ

りますが、図表⑤にあるように、日本だけ公務員人

件費が下がり続け、財政赤字が拡大し続けています。

むしろ、大企業の内部留保が増え続けることに比例

して、財政赤字も増え続けているのが事実です。また、

国・地方の総支出に占める公務員人件費の割合も日

本はＯＥＣＤ27カ国の中で最低です（図表⑦）。
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図表⑥

図表⑦
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国・地方の総支出に占める人件費の割合も日本は最低
（対一般政府総支出比の国際比較、2009年）（単位：％）

（注）１．ＯＥＣＤの最新統計で、一般政府総支出と公務員・公的部門職員の総人件費が発表されてい
る27カ国のデータをもとに国公労連が作成。
　２．一般政府とは、国・地方及び社会保障基金といった中央・地方政府あるいは政府の代行的性格の
強い公的企業の総体。
　資料 : ＯＥＣＤの各国データ（2009年）

（主要国の一般国家公務員の給与改定率）
日本だけ下がり続ける国家公務員給与

アメリカ 37.50％

イギリス 16.85％

ドイツ 14.70％

フランス 8.10％

日本 －12.82％

2009年1999年

（注）1999年の給与を起点にした年収ベースの改定率。

　資料：人事院「年次報告書（2009年度）」
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財政赤字は大企業の内部留保とともに激増
OECD24カ国で公務員・公的部門職員の
総人件費が減っているのは日本だけ
（1997年を100とした場合の2010年の指数）

（注）１．1997年の数字を100とした場合の指数。
　２．国と地方の財政赤字は、財務省資料。
　３．大企業の内部留保は、資本金10億円以上の企業について、労働総研が計算し
たもの。
　４．公務員・公的部門職員の総人件費は、国家公務員・地方公務員・公的部門職員
の総額でＯＥＣＤのデータ。現時点で2009年までの数字しか公表されていないの
で、人件費だけは2009年の数字。１ドル100円としている。OECD24カ国で総人件費
が減っているのは日本だけ。



日本の公務員数も世界最低です
　日本の公務員は職員数も世界最低です。図表⑨にある

ように、日本はフランス、アメリカ、イギリスの半分以下

で、国家公務員数にいたってはフランスの10分の1以下で

す。労働力人口に占める職員数もＯＥＣＤ27カ国の中で

最低です。そして、図表⑧にあるように、労働行政を例に

見ると、労働相談件数は増えているのに労働行政職員数

は減らされ続けているのです。
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図表⑧

図表⑨

図表⑩
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（2008年、単位：％）

資料 : ＯＥＣＤの報告書「2011年の政府」で公表された、各国の2008年における労働力人口に占める

公務員・公的部門職員の割合。日本の場合、公的部門には国家公務員と地方公務員だけでなく、独立

行政法人や国立大学法人など公法人の職員も含まれる。

21.4

（※総務省資料）
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